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介護保険事業者集団指導

介護保険法改正に伴う
総合事業への移行について
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介護保険事業者集団指導

2

●地域包括ケアシステムとは
●さいたま市の状況
●    市 総合事業移行時期

平成29年4月1日

●総合事業実施に向けた取り組み
介護予防 自立支援

本日、お伝えしたいこと



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入
所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包
括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、
地域包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。

3厚生労働省：介護保険制度 改正 ついて(平成26年7月)一部改編



地域包括ケアシステムとは

●地域包括ケアシステム
包括 ＝ Inclusive 全体をひっくるめて包み込む

●地域包括ケアシステム
Community based Integrated Care System

Integrated ＝ 統合
いくつかの物を一定の考えで、ひとつにまとめ合わせる

●法律 定義（地域    医療及 介護 総合的 確保 促進 関  法律）
地域 実情 応   高齢者 可能 限  住 慣  地域    有  能力 応 自立  生
活 営          医療 介護 介護予防 住  及 自立  日常生活 支援 包括的 
確保される体制をいう。
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地域の実情に応じて、いろいろなケアが一つの方向性でつながる仕組み

地域包括ケアシステムを構築することになった
背景はなんだろう？



地域包括ケアシステムの構築

●急速に進展する高齢化（特に75歳以上人口 比率 急増）

国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（平成24年1月推計）

65歳以上 3,190万人（2013年）25.1％ → 3,657万人（2025年）30.3％
75歳以上 1,560万人（2013年）12.3％ → 2,179万人（2025年）18.1％

●人口減少社会
合計特殊出生率 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年
さいたま市 1.25 1.30 1.28 1.27 1.33
全国 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43

●2025年（平成37年）問題
第1次ベビーブーム（昭和22年 24年）生   方   75歳以上
急激 高齢化   医療 介護 福祉 生活支援   需要    増加
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●地域  異  高齢化
都道府県 平成14年65歳以上人口

（高齢化率）
平成27年65歳以上人口

（高齢化率） 増加数（増加率） 増加率
順位

埼玉県 996千人（14.2％） 1,767千人（24.5％） 771千人（77.4％） 1

千葉県 932千人（15.6％） 1,569千人（25.7％） 637千人（68.3％） 2

神奈川県 1,299千人（15.1％） 2,088千人（23.6％） 789千人（60.7％） 3
厚生労働省：2015年の高齢者介護～高齢者 尊厳 支     確立 向けて～



支え合いによる地域包括ケアシステムの構築について

地域包括  研究会 地域包括       構築    今後 検討    論点 （平成25年３月） 地域包括       新       差替 

自助：・介護保険・医療保険の自己負担部分
・市場サービスの購入
・自身や家族による対応

互助：・費用負担が制度的に保障されていない
ボランティアなどの支援、地域住民の
取組み

共助：・介護保険・医療保険制度による給付

公助：・介護保険・医療保険の公費（税金）
部分
・自治体等が提供するサービス

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、「介護」「医療」「保健」といった専門的サービスの前提
として、「住まい」と「介護予防・生活支援」といった分野が重要である。
○自助・共助・互助・公助をつなぎあわせる（体系化・組織化する）役割が必要。
○とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなければ、強い「互助」を期待できない。
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さいたま市都市計画マスタープラン

さいたま市の総人口は平成37年 126万人のピークを迎え、その後は減少する。
人口比率  平成27年 65歳以上 比率 22％である。
団塊Ｊr.の世代が後期高齢を迎える平成62年になると 高齢化率 35％を超える。
問題は高齢化だけでなく、15歳 64歳の生産人口の減少である。

さいたま市の状況

22.0%

団塊Jr.の世代
前期高齢

団塊Jr.の世代
前期高齢

団塊の世代
前期高齢
団塊の世代
前期高齢

団塊の世代
後期高齢
団塊の世代
後期高齢

団塊Jr.の世代
後期高齢

団塊Jr.の世代
後期高齢

人口のピーク人口のピーク
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●年齢別将来推計人口

26.0%

35.3%



さいたま市は、全国と比較して団塊の世代が少   若 世代（団塊Jr.世代）が多い。
団塊Jr.世代が、後期高齢者になる平成62年度 全国   多    推測     
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さいたま市の状況

平成26年10月1日現在

●年齢別人口分布

団塊Jr.の世代団塊Jr.の世代

団塊の世代団塊の世代

さいたま市
（人）

全国
（万人）



    市介護保険事業状況報告（各年度末時）
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予防訪問介護（千円）
予防通所介護（千円）
予防訪問介護（件）
予防通所介護（件）

●介護予防訪問介護/通所介護推移

●要介護認定者数の状況

さいたま市の状況



２０００年度

２００１年度

２００２年度

２００３年度

２００４年度

２００５年度

２００６年度

２００７年度

２００８年度

２００９年度

２０１０年度

２０１１年度

２０１２年度

２０１３年度

２０１４年度

2,911円
（全国平均）

3,293円
（全国平均）

4,090円
（全国平均）

事業運営期間 給付（総費用額）事業計画 保険料

3.6兆円
4.6兆円
5.2兆円

○市町村は３年を１期（２００５年度までは５年を１期）とする介護保険事業計画を策定し、３年ごとに見直しを行う。

保険料は、３年ごとに、事業計画に定めるサービス費用見込額等に基づき、３年間を通じて財政の均衡を保つよう設定。

○ 高齢化の進展により、2025年には保険料が現在の5000円程度から8200円程度に上昇することが見込まれており、地域包括ケアシステム

の構築を図る一方、介護保険制度の持続可能性の確保のための重点化・効率化も必要となっている。

4,160円
（全国平均）

第
三
期

第
三
期

第
二
期

第
一
期

第
四
期

第
四
期

第
五
期

第
五
期

5.7兆円
6.2兆円
6.4兆円

6.4兆円
6.7兆円
6.9兆円

7.4兆円
7.8兆円
8.2兆円

8.9兆円
9.4兆円
10.0兆円

4,972円
（全国平均）

第

一

期
第

二

期

※2011年度までは実績であり、2012～2013年は当初予算、2014年度は当初予算（案）である。
※2025年度は社会保障に係る費用の将来推計について（平成24年３月）

・
・
・

２０２５年度 21兆円程度（改革シナリオ） 8,200円
程度

介護報酬
の改定率

H15年度改定
▲2.3％

H17年度改定
▲1.9％

H18年度改定
▲0.5％

H21年度改定
＋3.0％

H24年度改定
＋1.2％

※2012年度の賃金水準に換算した値

介護給付と保険料の推移

消費税率引上げに伴う
H26年度改定 ＋0.63％

出典：厚生労働省 10



高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、介
護、医療、生活支援、介護予防を充実。

低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限り抑
えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見直す。

介護保険制度の改正案の主な内容について

②費用負担の公平化①地域包括ケアシステムの構築

地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実

* 介護サービスの充実は、前回改正による24時間対応の定期巡
回サービスを含めた介護サービスの普及を推進

* 介護職員の処遇改善は、27年度介護報酬改定で検討

サービスの充実
低所得者の保険料の軽減割合を拡大

・給付費の5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険
料の軽減割合を拡大

低所得者の保険料軽減を拡充

①全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が取り
組む地域支援事業に移行し、多様化

重点化・効率化

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ
・ ２割負担とする所得水準を、６５歳以上高齢者の所得上位20％と

した場合、合計所得金額160万円（年金収入で、単身280万円以

上、夫婦359万円以上）。ただし、月額上限があるため、見直し対

象の全員の負担が2倍になるわけではない。

・ 医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を37,200円か

ら 44,400円に引上げ

②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給

付」の要件に資産などを追加

・預貯金等が単身1000万円超、夫婦2000万円超の場合は対象外

・世帯分離した場合でも、配偶者が課税されている場合は対象外

・給付額の決定に当たり、非課税年金（遺族年金、障害年金）を収

入として勘案 *不動産を勘案することは、引き続きの検討課題

重点化・効率化

○ このほか、「2025年を見据えた介護保険事業計画の策定」、「サービス付高齢者向け住宅への住所地特例の適用」、 「居宅介護支援事業所の指
定権限の市町村への移譲・小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行」等を実施

* 段階的に移行（～２９年度）

* 介護保険制度内でサービスの提供であり、財源構成も変わらない。

* 見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え、
NPO、 民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様なサー
ビスの提供が可能。これにより、効果的・効率的な事業も実施可能。

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３
以上に限定（既入所者は除く）
* 要介護１・２でも一定の場合には入所可能

* 保険料見通し： 現在5,000円程度→2025年度8,200円程度

* 軽減例： 年金収入80万円以下 5割軽減 → 7割軽減に拡大

* 軽減対象： 市町村民税非課税世帯（65歳以上の約３割）

①在宅医療・介護連携の推進

②認知症施策の推進

③地域ケア会議の推進

④生活支援サービスの充実・強化

11厚生労働省：介護保険制度 改正 ついて(平成26年7月)一部修正



【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39.0%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
※運動器の機能の低下が心配される高齢者向け

○一次予防事業
※運動に支障のない高齢者向け

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、事業対象者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症施策推進事業

（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

予防給付（要支援1～２）

充
実

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で
実施

地域支援事業の全体像

改正前と同様

12厚生労働省：介護保険制度 改正 ついて(平成26年7月)を一部修正



制度改正 背景（２０２５年 向  ）

○ ヘルパー等の担い手の減少（少子化）○ ７５歳以上の急増（団塊の世代の高齢化）
→ 認知症 独居高齢者 軽度認定者 増加
○ 暮  方（高齢者 在宅   ） 多様化

従来どおりの対応を続けていると、
全  人 必要 支援 行 届 
ないだけでなく、本当に必要な時に
支援が受けられない…

増加するニーズ 生産年齢人口の減少

高齢者

生活支援の担い手

13



14/●

新たな担い手が生活支援を提供

要支援者のニーズの大半は専門職でなくても提供可能な
生活支援であり、これらを高齢者や民間事業者を含む多様
な主体が提供することで、地域全体の担い手を拡大し、支
援体制を強化することが可能。

高齢者も新たな担い手として期待される

前期高齢者の認定率は1割未満であり、地域活動を希望す
る高齢者等をうまくマッチングすることで、増大する生活支
援ニーズに対応することが可能。

１．基本コンセプト：「地域づくり」としての総合事業  総合事業の狙い

①新たな担い手確保による支援・サービス量の拡大

②総合事業で変わる専門職の役割

③時間をかけた住民主体の「地域づくり」のプロセス

④中重度者を支えるための前提

「サービスづくり」ではなく「地域づくり」

専門職以外の地域の多様な主体で地域の「支える仕組み」
をつくることが総合事業の本質という点から、総合事業は
「サービスづくり」ではなく、多様な主体による「地域づくり」
であり、従来とは発想の転換が不可欠。

「お互いさま」の気持を具体化

一般住民の自発的な取組を中心に「お互いさま」の気持を
地域の中で具体的な仕組みにしていくという点で「地域づく
り」そのものといえる。

「一対一」の関係から「一対多」の関係へ

体操教室の立ち上げ支援など、専門職の役割が利用者への
直接的なサービス提供だけでなく、住民主体の取組に対する
側面的な支援に広がることで、専門職の活躍の場は、これま
で以上に地域全体に展開する。

地域リハビリテーション活動支援事業

地域リハビリテーション活動支援事業は、こうした専門職を施
設等から派遣した際の人件費補てん等を行うこともでき、専
門職の技術や知識を、より地域全体に展開することが可能
に。

生活支援の担い手の多様化で介護人材は身体介
護へ

生活支援の担い手が拡大することで既存の介護人材はより重
度の利用者へのサービス提供にシフト可能。

在宅医療介護連携と認知症施策の充実に向けた
前提

「在宅医療介護連携推進事業」「認知症総合支援事業」をより
実効性の高い取組とする上で、「総合事業」「整備事業」は不
可欠な前提条件といえる。

  総合事業  移行 必要   「介護予防・日常生活支援総合事業への移行のためのポイント解説」より



相談

要介護（要支援）認定 基本チェックリスト

要介護認定

認定調査

要介護１～５ 要支援１・２

医師の意見書

居宅（施設）
サービス計画

介護予防
サービス計画

予防給付介護給付

非該当

判定

事業対象者 非該当

介護予防
ケアマネジメント

介護予防・生活支援サービス
事業

一般介護予防事業

 判定方法

 判定結果

New

 対象サービス

    利用   流 
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基本チェックリスト
No 質問項目 回答

（いずれかに○）

1    電車 1人で外出していますか はい 0 いいえ 1

2 日用品の買い物をしていますか はい 0 いいえ 1

3 預貯金 出 入        はい 0 いいえ 1

4 友人の家を訪ねていますか はい 0 いいえ 1

5 家族や友人の相談にのっていますか はい 0 いいえ 1

6 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか はい 0 いいえ 1

7 椅子 座  状態  何       立 上       はい 0 いいえ 1

8 15分位続けて歩いていますか はい 0 いいえ 1

9 この1年間 転          はい 1 いいえ 0

10 転倒 対  不安 大     はい 1 いいえ 0

11 6 月 ２ ３㎏以上 体重 減少       はい 1 いいえ 0

12 身長 ㎝ 体重 ㎏（体重÷身長÷身長 BMI＝ ） 18.5以上 18.5未満

13 半年前 比  固    食          はい 1 いいえ 0

14  茶 汁物等            はい 1 いいえ 0

15 口の渇きが気になりますか はい 1 いいえ 0

16 週に１回以上は外出していますか はい 0 いいえ 1

17 昨年 比  外出 回数 減      はい 1 いいえ 0

18 周りの人から「いつも同じことを聞く」などの物忘れがあると言われますか はい 1 いいえ 0

19 自分で電話番号を調べて電話をかけることをしていますか はい 0 いいえ 1

20 今日が何月何日かわからない時がありますか はい 1 いいえ 0

21 （ここ２週間）毎日の生活に充実感がない はい 1 いいえ 0

22 （ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった はい 1 いいえ 0

23 （ここ２週間）以前は楽にできていたことが今はおっくうに感じられる はい 1 いいえ 0

24 （ここ２週間）自分 役 立 人間  思   はい 1 いいえ 0

25 （ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする はい 1 いいえ 0

① №1 20までの20項目のうち１０項目以上に該当

② №6 10までの５項目のうち３項目以上に該当

③ №11 12の２項目のすべてに該当

④ №13 15までの３項目のうち２項目以上に該当

⑤ №16に該当

⑥ №18 20までの３項目のうちいずれか１項目以上
に該当

⑦ №21 25までの５項目のうち２項目以上に該当

事業対象者に該当する基準

＜要介護認定要件を案内するケース＞
①明らかに要介護認定が必要な場合
②デイ、ヘルパー以外のサービスを希望している
場合
③要介護認定を希望している場合
④65歳未満（第2号被保険者）の場合

16



介護予防ケアマネジメント

単 利用者 困    要望 叶  補完的     調整 担 役割 果         適切 
           利用者本人                  生活行為 目標   明確 設定
     達成    利用者 主体的 取組 実践      動機       継続      
サービス等のコーディネートや環境調整等が必要になる。
     支援 通   利用者   主体的 取組 支援             利用者本人 
行         部分 支援  利用者 自立 最大限引 出   支援 行    求     
そして、「したい」「できるようになりたい」ことができるようになった後は、日常生活の中で、地域の活動へ
の参加に結びつけ、高齢者自身が「役割や生きがいを持って生活できる」と思うことができるよう、地域の
力 借     新  仲間    場 楽        生   活動  参加 焦点 当     
      生活行為 維持 引 続 取 組      結             期待    

＜公的サービス＞
介護予防・生活支援サービス事業

一般介護予防事業
市の独自施策

＜インフォーマルサポート＞
地域の集まり・自主活動

家族の支援
民間企業     

＜自助努力＞

地域包括
支援センター

＊一部を指定
居宅介護支援
事業所へ委託
することも可能

介護予防
＋

日常生活支援
（自立支援）

実施者 目的 手段

要支援者

事業対象者

対象者
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平成28年6月さいたま市議会
保健福祉委員会説明資料を改編

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業

訪問型サービス
（第１号訪問事業）

通所型サービス
（第１号通所事業）

その他生活支援サービス
（第１号生活支援事業）

・栄養の改善を目的とした配食
・定期的な安否確認及び緊急時の対応
・自立支援に資するその他の生活支援

介護予防ケアマネジメント
（第１号介護予防支援事業）

介護予防通所介護

介護予防訪問介護
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

現行相当
サービス

～平成29年3月 平成29年4月～

訪問介護員による
身体介護、生活援助

緩和した
基準

生活援助

住民主体
短期集中
移動支援

平成29年度以降順次検討

現行相当
サービス

生活機能向上のための
機能訓練等

緩和した
基準

交流型・運動型

住民主体
短期集中

平成29年度以降順次検討

平成29年度以降順次検討

介護予防・生活支援サービス事業の構成

※住民主体           ２０２５年の地域包括ケアシステムの構築に向け、担い手の養成や地
域資源の把握に努めながら順次検討していく。
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介護予防・生活支援サービス事業の内容（案）

訪問型 通所型

サービス内容
家事援助

（老計第10号の範囲内）
閉じこもり予防を
目的   長時間 
交流型サービス

運動器の機能向上を
目的とした短時間の
運動型サービス

事業の実施方法 事業者指定 事業者指定 事業者指定

ケアマネジメント ケアプランを作成、モニタリングを実施

人員・設備等 現行 指定基準 一部緩和
単価等 人員 施設等 基準 緩和率 応  設定

利用者負担 介護給付 利用者負担割合 同 

特色
○身体介護を実施せず、家事
援助のみを実施
○市が実施する一定の研修受
講者でも提供可能

長時間 交流系   
スに特化

短時間の運動系サービ
スに特化

 現行相当           原則   現行 予防給付 変更   
「緩和した基準」サービスについては、以下のような形態での実施を検討している。

※本資料 検討中 内容 含    今後変更の可能性があります。
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参考資料

厚生労働省 介護予防・日常生活支援総合事業 検索

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000074126.html

項目 主な掲載事項

新しい総合事業の概要
・介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン
・介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインのＱ＆Ａ
 新  総合事業 移行戦略―地域づくりに向けたロードマップ報告書

基本チェックリスト ・基本チェックリスト告示

介護予防ケアマネジメント

・介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介
護予防支援事業）の実施及び介護予防手帳の活用について[6月5日付（老振発
0605第1号）]
・介護予防ケアマネジメント実施における様式
・介護予防ケアマネジメント実務者研修（平成28年2月29日開催）
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要支援認定と新しい総合事業

総合事業

●認定有効期間が平成29年4月以降 要支援認定者 総合事業      利用    
●平成29年4月以前 認定有効期間 開始    要支援認定者    認定有効期間 終了日  
予防給付        利用    

H29.4.1以降 新規申請 総合事業

総合事業

総合事業

H29.3.2 H30.3.1 H30.4.1

予防給付

予防給付

総合事業

総合事業予防給付

H30.2.1

H29.3.2 H29.3.31
新規申請 予防給付

H29.5.1

総合事業

予防給付

既要支援認定者
（有効期間）  H30.2.28

既要支援認定者
（有効期間）  H30.1.31

既要支援認定者
（有効期間）  H29.4.30

既要支援認定者
（有効期間） ～H29.3.31

更新後有効期間
H29.4.1 （最長24ヶ月）

総合事業移行
平成29年4月１日
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追加資料



新しい総合事業
●訪問型サービス
（現行相当     ／緩和  基準     ）
●通所型サービス
（現行相当     ／緩和  基準     ）

介護予防給付
●介護予防訪問介護
●介護予防通所介護

平成29年4月  平成29年3月

さいたま市の介護予防・日常生活総合事業（新しい総合事業）移行時期
平成29年4月1日

●新しい総合事業の訪問型サービスと通所型サービスを提供するにはさいたま市の指定が必要

●ただし、平成27年3月31日において介護予防訪問介護、介護予防通所介護の指定事業者は、
新しい総合事業の指定事業者（みなし指定）
 みなし指定の有効期間 平成27年4月から平成30年3月末までの3年間
    指定 効力 訪問型     通所型       現行相当     

●緩和した基準のサービスについては、みなし指定事業者もさいたま市の指定が必要

●平成27年4月1日以降  介護予防訪問介護 介護予防通所介護     市 指定 受  
事業者が、新しい総合事業のサービスを提供する場合は、さいたま市の指定が必要
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介護予防・日常生活支援総合事業に係るみなし指定について 追加資料

※本資料 説明会時点       今後 変更等  場合 あります。


